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モーゲンソーは， 20世紀中期の国際政治の条件の中に平和の確立のため
の三つの対策を検討している。一つは，制約による平和であり，二つは，
変革による平和であり，三つは，調整による平和である。
一、制約による平和
(1) 軍縮
国際の平和と秩序を保障する手段として最も続けられている試みは，軍
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縮である。軍縮とは，軍備競争を終らせる目的を持って，一部又は全部の
軍備を削減又は廃止することにある。軍縮は国際場面における権力闘争の
典型的な事象を取り除くことによって，無政府状態と戦争とを追放するこ
とができると，信じられているっ軍縮には2つの基本的な区別がある。一
つは，一般的軍縮と地域的軍縮であり，もう一方ば，量的軍縮と質的軍縮で
ある。一般的軍縮を述るときは，すべて国家の参加する軍縮を指している O
例えば， 1922年に世界主要海軍国が調印したワシントン条約， 1932年の世
界軍縮会議などは，その一般的軍縮の実例である。これに対して，ある一
定数の国々が関係する軍縮は，地域的軍縮である。 1917年にアメリカとカ
ナダの両国間に締結されたラシュ・パコット協定はその一例である。量的
軍縮は，大部分の兵器に及ぶ軍備の全面的削減を白擦とする o 1932年の世
界軍縮会議の目的は量的軍縮による制限であった。質的軍縮は，ある特殊
の兵器だけの削減又は廃止を目的とする o 1932年の世界軍縮会議において，
イギリスが非合法化しようと提言した攻撃的兵器とか，国際連合の原子力
委員会が禁止の討議などである。これらは質的軍縮の例である。
軍縮の歴史は多くの失敗と少数の成功からなる。軍縮の企図が成功する
か，失敗するかは直面せねばならぬ困難な 4つの問題が伏在している。
その 1，諸国家聞の軍備の比率は如何にあるべきかと云うことである。
軍備及び軍備競争は，国際場面における権力闘争のー表現である O 権力闘
争には軍備は不可欠なのである O 従って，国際場面で活躍する諸国家は多
くの軍備を持とうとする O もしA国がB国に比べて軍備が劣っていると思
えば， A国は少なくともB国と同等を求め，できることならB国を凌ぐ軍
備を求めるに違いない。他方のB国は， A国に対する軍備の優位を維持し
ようとする。できることなら軍備を増大し， A国との大差を大きくしよう
とする。これが軍備面における勢力均衡の原則の当然の結果である。 A，
B国家聞の軍備競争で存亡に拘るものは，両国家の軍備の比率である O こ
(1) Hans J. Morgenthau・ PoliticsAmong Nations. Hh ed.， 1966， pp. 375~379. 
(2) Ibid.， p.380. 
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の問題に対し三つの場合の諸条件の基でのみ解答が与えられる。即ち，
a~当事国の聞に権力闘争が起つてない場合， b-A国或はA国群がB国
ないしB国群に対して絶対的な優位を維持していて，自己に好都合な比率
を後者に課し得る場合 c-2国家或は2国家以上の諸国家が当分の聞は，
無制限な軍備競争よりも，統制された軍備競争の方が得策で、ある，と判断
する場合である。以上三つの場合とも，地域的軍縮の条件の基でのみ具体
化されやすし、。歴史的にも成功した軍縮の例はきわめて数少ないが，それ
はみな地域的軍縮ばかりである O これに対し，世界の諸強国の権力闘争が
続行されていれば，諸強国すべてが一般的軍縮の実現を希望しても，軍備
の比率に関する協定はとうてい成立しえないとモーゲンソーはいう。 1899
年と1907年の 2回に渡るハーグ平和会議の失敗にしても， 1930年のジュネ
ーブ会議の失敗にしても，国際連合における 2つの軍縮に関する委員会の
不成功にしても，その原因は各国の間に権力闘争が続行されていたことで
裏づけされている。
その 2，その比率の枠組で各国に割当てられるべき兵器の種類と量とを
決めるのに，何を基準とするかである O 諸国家の軍備の比率は軍縮におけ
る最も重要な問題である。この問題が解決されたとしても，その比率の枠
で割当てられるべき軍備のタイプ及び量の基準をどうするかの問題が残
る。この問題を決定する基準として選ばれたのは，国の軍事的必要に求め
られた。軍事的必要というのは防衛上の必要な条件によって決定されるの
である。従って軍備一般の比率を決める問題も，その比率の枠組で兵器や
兵種の割当の基準を決める問題も，結局は，政治の問題，権力闘争の問題
となる O 即ち，権力闘争が続く限り解決され得ないことになる。
(3) aの場合の実例は.1817年にアメリカとカナダとの関に結ばれたラ、ンュ・バゴッ
ト協定である。
(4) bの場合の実例は， 1922年のワシントン海軍軍縮条約である。
(5) cの場合の実例jは， 1935年の笑独海軍協定である。
伊;) Mogenthau， pp. 380~389. 
(ηIbid.， pp. 386~389. 
26 第7巻第3号(人文・自然・社会科学編)
その 3，軍縮はほんとうに軍備の縮少を意味するのか。現実の争点が解
決され，軍備の比率を割当てに関する協定が締結された1922年のワシント
ン条約， 1930年のロンドン条約及び1935年の英独協定を例にとって，この
問題を分析した。ワシントン条約は，米英日三国の主力艦勢力を40%も削
減し，締約国は現実に軍縮の縮少がなされた。ナこだ条約の規定した縮少は
一時的に過ぎなかった。それは1931年以後に二国は代艦建造を始めること
が許されていたからである。 この条約には， 五国の署名国が1931年に着
手し， 1942年までに主力艦勢力の比率を， 5 -5 -3 -1.67-1.67とする
ことが規定されていたから，建艦競争とはいっても規制された軍備競争の
時代に代わった。第一次大戦後，戦争技術の急速な発達のために，戦艦の
作戦I二の価値観が変りつつあったがその結果がどうあれワシントン条約は，
現実にある海軍軍備を制限した。しかし， 1930年のロンドン条約や1935年
の英独協定のいずれの場合とも，同じとはし、えない。ロンドン会議は， 日
英米三国の巡洋艦，駆逐艦，潜水艦などの保有量の制限する目的で聞かれ
たが，結局，英国の現有勢力を基準とする日米両国の両軍備を規定した。
ロンドン条約による三国の比率は，英米両国を同等し， 日本をその三分の
二とした。その実際的効果は英国の優勢を認めたことである。というのは，
この条約に割当てられたトン数は，当時の日本の立場では財政力を持ち得
なかったし，米国の立場でも巨費の負担を許す世論の状態はなかった。言
い換えれば， ロンドン条約は，軍備を縮少するのかどうか，制約内での増
強を認めたので、あった。さらにその制約さえもいつ破れるかわからない状
態であった。即ち，ロンドン条約に加わらなかったフランスとイタリアに
各部門の軍備を勝手に増強する持続的な自由を付与していたのである。
1935年の英独協定は， ドイツ海軍の増強を認めたため軍縮とは無関係であ
った。この協定は， ドイツ海軍勢力を制限内に止めたけれど，その制限は
当時， ドイツの財政力ではどうにも出来なかった。イギリスは戦争に訴え
ない以上はこの程度のドイツ海軍の再軍備を許すほかなかったので、ある。
軍縮は，国際緊張の事情の基で実現した。軍縮は軍備の縮少よりもむしろ
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増大を意味したので、ある。
その 4，軍縮は平和を意味するか。軍備の縮少又は軍備の除去は，国際
の平和と秩序にどんな影響を与えるであろうか。これが軍縮の核心問題で
ある。軍縮に関する近代哲学は，人聞が闘争するのは武器を持っているか
らである， という仮定の上に立っている。この仮定が正しければ，人聞が
全ての武器を棄てれば，人の戦いは不可能になる結論となる O 一般に軍備
の存否の問題と平和維持の問題との間に関連があると考えられている。す
なわち，いかにもこの二つの問題の聞に関連のあることは間違いないが，
それは，軍縮の主張者が考えているのと逆の関係にあると，モーゲンソー
は云う。人は武器を持っているから戦うのではなL、。人は戦いが必要だと
思うから武器を持つのである。人から武器を取り上げても，人は戦いをや
めはしない，彼らは徒手空挙で戦うかそれとも新しい武器を作って戦うで
あろう O 人が戦いを起させるのは，人が戦いの害悪と他の害悪とに直面し
た場合，戦いの害悪の方が小さいと考えるからである。これが人の病根で
ある。武器への欲望や武器の保有は，その病根の一つの兆候に過ぎない。
強力な権威が存在していて，これらの欲望や感情を非暴力的に指導できる
ときは，人は暴力以外の方法によりこれらの欲望を満そうとするであろ
う。しかしながら最高の権威の存在しない主権国の併存する国際社会は，
これらの欲望と感情の発露は，その時代の技術が提供し支配的な行事規則
が許すあらゆる方法によって欲望の満足を得ょうとする。その方法は，銃
砲や爆弾であり，細菌や核兵器であるかもしれなし、。量的な軍備制限をし
ても戦争は起こる。ただ戦争の仕方には影響を与えることができょう。あ
る国が軍備の量的制限を受けた場合，その国は全力をあげてそのゆるされ
る範囲内で，兵器の質の改良と将兵の質の向上につとめるであろう。質的
な軍備制限の場合も，それによって戦争の仕方は変るかも知れない。しか
し戦争の数を減らすこともできないし，戦争を廃止することもできない。
例えば，原子爆弾の製造と使用とを非合法化する取極ができて，これを永
(8) Ibid.， p.391. 
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久に守られると仮定しよう。この取極の効果は， 1945年7月16日のニュ
メキシコで最初の原子爆弾が爆裂したときの水準に，戦争技術を引き戻す
だけである O この取極を固守する各国は，核兵器以外の兵器の改良と発明
のために，その人物・物的資源を動員するだろう。戦争技術は変るが，戦
争の生起は変わらない。以上のべているように，量的な軍縮が戦争の仕方
を変えるだけで，戦争勃発の危険を小さくするような効果をともなうもの
ではない。このことは，ベルサイユ条約によってドイツに課せられた軍縮
の結果により，明らかに論証されている O とはL、うものの，軍縮それ自体
で戦争を廃止することはできないが，戦争に導きやすい政治的な緊張の緩
和をもたらす。無制限の軍縮競争は競争国の聞に恐怖を生み，財政的負担
を加重する。競争国はしまいには，戦争に訴ることになる。軍縮ないし軍
備規制jは，紛争解決の不可欠な手段である。軍縮も軍備競争も権力闘争の
反映であり，その道具である。従って，もし諸国家聞の権力闘争が相互に
満足し得る解決は，軍縮のための前提条件で、ある O また軍縮協定が成立す
ればそこに友好関係が生れる。軍縮は一般的な平和化に役立つのであるの
しかLこれだけでは国際の平和と秩序の問題が解決されない。軍縮の問題
解決は軍縮自体の中にはない。それは安全保障の中にある O と，モーゲン
ソーは云う。軍備は心理的要素の結果である。この心理的要素が存続する
限り，各国は軍備の維持増強をはかる。最も国家は軍備をなす心理的要素
が取り除かれ，軍備の現実的必要が無意味になれば各国は軍備内に安全を
求めることをやめ，新制度の内に安全を見出すことになる。第一次大戦後，
この種の構想として，集団安全保障と国際警察軍に関与した(12)
(め Ibid.，pp. 39l ~394. 
帥 ベノレサイユ条約は， ドイツに対して再び第一次大戦のような戦争をさせないだけ
の軍縮の義務を課したので・あったが，事実において失敗であった。この条約の制限
はドイツのリーダーをかつて，新兵器，新戦術の発見と発展にはしらせた。フラン
スが古い戦争観念のあるうちに， ドイツは未来の戦争軍備の考案が進んだのであ
る。これがベルサイユ軍縮条約の効果であった。
帥 Ibid.，pp. 395~396. 
帥 Ibid.，p. 397. 
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(2) 安全保障
( i) 集団安全保障
集団安全保障システムの内における安全問題は，このシステム構成国す
べての問題である。構成国内の一国に対する侵略を自国に対する侵略とみ
なし全構成国が安全の保障を集団的に処理しようとするのである。モー
ゲンソーによれば，集団安全保障が戦争防止の機構として力を発揮するの
は，次の3つの条件が満たされた場合に限られると述べている。 lつ自の
条件，この機構は潜在的侵略国又は侵略国に対して，常に圧倒的な実力を
持って対抗しうる態勢を持ち，この機構の秩序に対する挑戦が無予味であ
ると信じさせる実力が必要であるO
2つ自の条件，少なくとも lの条件が発生した時，この機構をなす強制
措置に協力する構成国が，その安全の価値について，同じ評価をする必要
がある O
3つ日の条件，構成国間のどんな政治的利害の如何に拘らずあくまでも
共同の安全の擁護が共通警であって，構成田間の政治利害はこれに従属さ
そろ
せねばならない。ところが場合によれば3つの条件が揃う事も考えられ
る。しかし過去の経験にも，国際政治の本質にも，このような事態が現実
化されそうにないと，モーゲンソーは述べるのである O その理由は，集団
安全保障が守ろうとする秩序の性質に見出される O その秩序は，かならず
ある時期における現状維持にほかならないからである。然L現状維持に賛
帥 Ibid.，p. 398~399. 
。集団安全保障の問題は，国際連盟・規約16条は，同論集(11)p. 72.田村幸策「国
際政治の指導理念J(鹿島研究所出版会，昭和44年)， p. 6~7. 閤際連合憲章第 7
章および「平和のための統合」については， p. 8~20 を参照されたい。
。安全保障の一般論については，横田喜三郎「安全保障の問題J(動草書房，昭和
24年)， 1.安全保障の観念， 2.安全保障の価値， 3.安全保障の発達を参照されたい。
同 国際連盟の集団安全保障が守ろうとした秩序は， 1919年に国際連盟が設立された
当時の領土的現状の維持を求めたのである。しかし，この現状維持に対して，ベル
サイユ条約成立の当初から，第一次大戦の戦敗因のイタリアも含めて十分の利害が
得られなかったc
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成をなす諸国家と反対をなす諸国家との対立は，国際政治の本質上むしろ
当然である。国際政治の原動力が権力闘争である聞は集団安全保障の機構
は成功しない。ただ短期間中で、あれば，その現状維持に反対な諸国家の力
が弱点を持つ限り，集団安全保障は成功する O 長期間の場合，それは失敗
する。というのは，先に見た3つめの条件が満されなL、からである。従っ
て集団安全保障の成功を期待できるのは，諸国家すべてが現状維持を保
障するために，つまり，侵略を受けた国家の安全を保障するために，自国
の利害を無視して戦争の危険までも負担する覚悟を持っている場合に限ら
れる。とりわけ現代の国際情勢は，諸国家が自国の利害を無視してまで超
国家的な道徳規準に従って行動するなどとは考えられない。従って，諸国
家に利害の不一致と権力闘争の存在する限り集団安全保障を生す理想的条
件は成立しそうになL、。ところが理想的条件が十分に満されないのに，集
団安全保障の機構を動かせば，平和を維持するのでなく，戦争を不可避に
す<，のみならず局地的戦争までも世界戦争に拡大してしまうのである。
(i) 国際警察軍
国際警察軍の理念は， 法規違反の国家に対する集団的強制措置の適用
帥近代国際社会の成立から第一次大戦までの外交目標が， 2国間の紛争を局地化す
ることであった。ところが，集団安全保障制度の外交は.この制度上，どうしても
一切の局地的紛争は変質させることを目的する。これが安全保障制度の外交におわ
された宿命である。この制度で次のことが考えられる。世界平和か，世界戦争か，
その他はありえない。平和は不可分である以上，戦争も不可分である。今日の情勢
では，戦争を世界的規模に拡大する道具となる。 2国間の戦争を未然に防止し平和
を維持する目的を持つ集団安全保障が，世界のすべての諸国聞の平和を破壊すると
いう結果をもたらすのである。以上の結論は事実となっているc1935年から1936年
におけるイタリアに対する国際連盟規約16条によってなされた制裁がそれで、あり.
1950年から1953年に渡る南朝鮮の領土保全を防衛するための国家連合の介入の経験
によって確証された。
朝鮮介入の国連軍は安全保障理事会の決議に基づく軍事行動のためのものである
点では国違憲章第7章型の軍隊であったが，決議は勧告であったため，軍事行動へ
の参加は任意のものにすぎなかった。
小田滋，石本泰雄編『条約集J三省堂， 1983年， p. li. 
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が，個々の諸国家の統制の内にはないという点において集団安全保障の理
念よりも一歩進んだ制度である。国際警察は国際機関の指揮下に活動す
る。諸国家から領土的現状の反対が強かったアメリカやソ連などは無関心
であったのである。
国際警察軍を何時，如何に，使用するかは，これを指揮する国際機関の
決定に委ねられる。国際警察が常設的な国際機関として作用は一つもなL、。
国際連合憲章は第32条以下に園連軍を創設することを義務づけている。だ
が，この義務を実施するのに何らの成果を得るにいたっていないのである。
(3) 司法的解決
司法機能の性質一一19世紀中期以後，人道主義や政治家の聞に国際粉争
を強制的に解決すべしという気運が高まり，末期には仲裁々判運動が多数
の人々の支持を受けるようになった。けれども戦争に至るかもしれない国
時間際連合憲章第42条に規定されている武力の行使を含む強制行動は，武力の行動
を含まない強制j行動か， ["""不十分と認める」か，又は「現実に不十分」であった場合
にのみ，とらねばならないことになっている。など「空軍」を使用する特別の軍事
的強制措置に関しては45条の規定がある。 43条の 1項によると，全ての加盟国は医
際の平和と安全の維持に貢献するため，理事会の要求に基づき「特別協定」に従っ
て必要な兵力，援助，便益を理事会に利用させることを約束するとある。その特別
協定は理事会の発議に基づき，理事会と加盟国との関に締結され，各署名国の憲法
上の手続に従って.批准されねばならないと規定されてLる。この43条は極めて重
要な規定である。加盟国が自国の軍隊の一部を理事会に提供する義務は，特別協定
が結ばれない限り.無価値なのである。国際連合成立以来，今もって一つの特別協
定も結ぼれていないoI1Pち，理事会のとる強制j措置に関する憲章の規定は現在のと
ころ事実上は適用不能に陥り，憲章の中枢規定たる第7章は， 51条の自偉権に関す
る規定を除き，その殆どが，死文に帰している。その理由の一つ，今日まで43条に
基づく特別協定が成立されていないことであり.その理由の 2つ.39条の下におけ
る理事会の決定に必要な常任理事国の不一致である。 195昨 11月の総会で「平和の
ための結集決議」が採択された。これは国際連合の行詰りを救わんがためであった。
しかし，総会は武力の行使を含む集団措置を加盟国に勧告できることを規定したも
のにすぎなかった。
田村幸策 F国際政治の指導理念』鹿島研究所出版会.44年， pp. 9~1 L. 
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際紛争について，国際裁判所への付託義務を認めさす企ては失敗に終った。
その理由は，国際政治の本質及び国際社会の特性に因るのである O 裁判所
は現存ある法律の基礎に立って裁決する。原告・被告ともに法律が拠りど
ころであり，自らの要求に関する現行法の権威ある解釈である。国内及び
国際裁判所でも，これが裁判の主要問題である。実際に国際裁判所で取り
扱われた問題L 多大数この種の問題であった。しかし国家と国家との対
立が戦争の危険をもっ問題ば，まったく性質が異う。国際紛争で問題とな
るのは「政治的」な争いである。犬戦争の原因と成った紛争は，すべて，
政治的な紛争であった。それは， I法律とは何か」とし、う問題でなく， I何
が法律でなければならないか」という問題であった。戦争にいたる国際
紛争は，現存の法律の存続と現存の法律の変更との何方が正当であるか，
が争いの核心なのである。たとえば，第一次大戦後， ドイツの新秩序の樹
立の要求は英仏の古い秩序との矛盾が，第二次大戦をもたらした。そして
今日， ソ連の新秩序の樹立の要求と，西欧諸国の抵抗とが国際的雰囲気を
害しかつ戦争の危険を持ち込んだ原因である。この点を政治的角度から
見れば，現在の法秩序と，その変更要求との衝突は，現状維持派と現状打
破派との敵対にほかならない。如向なる勢力配分でも，ある程度の安定性
に達すると，法秩序として固定されるっこの法秩序は，イデオロギー的変
装と道徳的な支持も与えるだけでないっなおその上に新Lい現状に法的保
護の防波提を巡らし，もしこれを冒すものがあれば，法律主の強制措置を
発動させる。裁判所の仕事は，現在の法律に基づいて，ある具体的な事件
に強制措置を運用するか，しなL、かを決定することである。従って現存の
法律体系は，どんな場合にも現状維持派の味方であり，裁判所はその法律
体系の管理者なのである。
帥今，現状維持体制の上に立って，ある問題が「現状を維持するのがよいかJ，これ
に根本的に「変革を加えるのがよL、かムということが起った場合，裁判所の判断は
どうかが重要である。解答は初めから出ている。裁判所は現状維持を支持し，現状
の変更の要求をしりぞける。現行法は現状を法律的に表現したものであるからであ
る。
Morgenthau: Politics Among NatlOn. pp. 409~41!. 
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国際粉争の性質一一ー現状打破の論争は国際裁判所に付託されないばかり
か，法律的な形式さえ整えていないのが，普通である O 法律的に表現され
ないものは裁判所で取り扱う訳にはし、かない。最も，政治的な紛争でも，
そのある一面は，法律 bの用語で表現する c 一国の要求とか，それに対す
る反駁とか拒否とかは法律的用語で表現する。従ってそれ自体は認められ
ぎた拒否されうる c げれども，その根底にある紛争原因は，これを法律的
用語で表現できない。従って裁判所は問題とすることはできたい。法律秩
序はあくまでも現状維持の基礎の上にのみ存在するのであり，裁判所は現
状維持の枠組の中でLか動きはできないのである。
司法的機能に対する制限一-2国間にあ‘ける全面的な勢力配分が危うL、
政治的紛争一一ー緊張との関連を持つ争いは司法的方法によっては解決でき
ない。この事実は理論的な分析からも，各国の実際の行動に散して歴史的
にも証明できると，モーゲンソーは結論づける O 如何なる種類の紛争も無
条件に司法的手続にかけることを約束した仲裁裁定条約の締結国をみる
と，締結国聞には全面的な勢力配合を巡る紛争がなく，従って政治的紛争
が事実上不可能な諸国家ばかりである。例えば， コロンピアとエル・サノレ
パド、ル，ベノレーとボリビア，デンマークとオランダ，デンマークとイタリ
ア，デンマークとポルトガノレ，オランダと中国，オランダとイタリア，オ
ーストリアとハンガリー，フランスとルクセンブノレグ，ベルギーとスェー
デン，イタリアとスイス間で締結されている O これらの締約国の相互間に
は当分は政治的紛争の起る理由がなかったからである O だからこそ政治的
紛争を含めて一切の紛争を仲裁々判所に付託する条約に署名したわけであ
るO 常設国際司法裁判所の下した30件の判決と27件の勧告のうちで，政治
的なものは一件である。それは独換関税同盟に関する勧告的意見である。
この裁判所のこの問題に対する管轄権の根拠は，国際連盟規約第14条に基
同 Ibid.，pp. 411~412. 
M モーゲンソーの研究(l) I国際法J，の「司法機能の性質」及び「国際紛争の性
質J参照、のこと。
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づいているっ連盟理事会は第14条により常設国際司法裁判所の勧告的意見
を徴することが許されているのこれは勧告的意見ゆえに拘束力を持たな
L 、。連盟理事会は独填関税同盟の問題;こ直面して，現状維持を支持したが，
こわは理事会の構成からも，行政機関たる理事会の機能の本質からも当然
であった今以上のように，理論的にも，歴史的にも戦争に導びきやすい紛
争は，可法的方法によっては解決できない， という結論に達したっこれら
の紛争ば政治的紛争のシンボルであって，その点の争点が現状維持対現状
打破との争いだからである。
凶平和的変更
モーゲンソ-(土，国際社会において「平和的変更」は出来るであろうか，
という間に対して，絶望的な企てであるとL、う c 今日の国際社会ば，諸国
家聞の紛争を平和的に解決するために正義の基準を決めようとしても，そ
の基礎となる共通の国際的な道徳的観念はもばゃないと云う。国際社会に
共通する道徳的観念がなくなったために， 正及び善なるものに (exaequo
et bono)，即ち， 平等と正義の上に立つ一般的諸原則により国際紛争を処
(22) 
理できなくなった。立法機関が国内社会Uては平和的変更に大切な役目を果
すが，国際社会はこのような役目を果す立法機構が存在しないの国際連盟
(23) (24) 
規約第四条と国際連合憲章第10条及び第14条は平和的変更の任務を果す機
倒 国際連盟規約第14条は「連盟理事会ノ¥常設司法裁判所設置案ヲ{乍成シ之ヲ連盟，
採択ニ付スヘシ。該裁判所へ国際的性質ヲ有する一切ノ紛争ニシテ其ノ当事国ノ
付託ニ係凡モノヲ裁判スバノ権限ヲ有ス。尚該裁判所へ連盟理事会又ノ、連盟総会
ノ諮問スノレ一切ノ紛争ハ問題ニ関シ意見ヲ提出スルコトヲ得。」と規定している。
石本泰雄・小川滋編『条約集』三省堂， 1983年。 p.28. 
帥 Morgenthau:Politics Among Nation. pp. 4l5~4l7. 
同 Ibid.pp. 422~423. 
帥国際連盟規約第四条は「連盟総会ノ、適用不能ト為リタル条約ノ再審議又ノ、継続/
結集世界/平和ヲ危殆ナラシムヘキ国際状態ノ審議ヲ随時連盟国ニ慾詔スノレコトヲ
得」と規定してし、る。
石本泰雄・小川滋編『条約集Jlp. 29. 
同 国際連合憲章第10条は「総会は，この憲章の範囲内に忘る問題若しくは事項又は
〈次頁へつづく〉
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構を{乍ることを目的とした諸規定がある G 1920年にボリビアがチリとの紛
争に対して，国際連盟規約第四条が採用された。総会の任命した法律家委
員会がボリビアに不利な結論を出したため，ボリビアは提案を撤回して，
その後連盟の協力にそれ以上は参加しなかったc 総会が条約の再審議ない
し国際状態の審議なりを懲憩しでも，当事国の総会の強憩を受け入れるか
どうか自由であったc 総会には独自の解決案を押しつけるだけの権限が与
えられてはいなかったので、ある}
国際連合憲章第四条2項ば，総会ば，第10条，第14条に従い，出席しか
っ投票する構成国の 3分の 2の多数決によって勧告しうることを規定して
いる。総会は，勧告をたびたび利用している。勧告の多くは，一平和の保持
または平和の回復によっる現状の維持を目的とするものであった。
この憲章に規定する機関の権限及ひ任務に関する問題点若しくは事項を討議し，並
びに第12条に規定する場合を除〈外，このような問題又は事項について国際連合加
盟国若しくは安全保障理事会又はこの両者に対して勧告をすることができる。」と
規定しているσ
第14条は「第12条の規定を留保Lて.総会は起因にかかわりなく，一般的福祉又
は諸国間の友好関係を害する虞があると認めるいかなる事態についても，これを平
和的に調整するための浩賢を勧告することができる。この事態には，国際連合の目
的及び原則を定めるこの憲章の規定の違反から生ずる事態が含まれる。」と規定し
ている。
同上， r条約集Jo p. 11. 
伺第四条が採用され?のはこの 1回限りであるc
同国際連合憲章第四条第2項は「重要問題に関する総会の決定は，出荷し立つ投票
する構成閏の3分の 2の多数によって行なわれるc 重要問題には，国際の平和i及び
安全の維持に関する勧告，安全保障理事会の非常任理事国の選挙，経済社会理事会
の理事国の選挙，第86条lCによる信託統治理事会の理事国の選挙，新加盟国の国
際連合への加盟困のゑ認，加盟国としての権利及び特権の停止，加盟国の除名，信
統治市肢の運用に関する問題並びに予算問題が含まれる。」と規定しているo
石本泰雄・小川滋編『条約集Jlop. 12. 
制総会に起った多数の事例は，平和的変更の争点、きと提起している Cパレスチナ問題，
朝鮮問題， ドイツとオーストリア問題，ハンガリー問題
その他の失敗の例，スエズ運河問題，ヨノレダンとレパノン問題，イタりア植民地
問題各それぞれの事例がある。
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(5) 国際政府
モーゲンソーによれば，平和と秩序とは，共通の権威と正義観の基に一
つの統合社会に統ーさせ'6共通の紐帯を母胎として生まれる。そこで国際
政府を打ち建てるにはどのようにLて主権国の構成する社会の内からその
ような権威をみつけ出せるかc またそのような正義観を創り出ぜるか， と
いう 2つの問題を解決するよう努めなくてはならない任務で、あると述べて
いる c この 1世紀半の聞に三つの世界戦争が有り，その後に国際政府を設
立の企てがあった。国際秩序と国際平和との維持に完全に失敗したこと
が，逆に国際秩序と国際平和とを保障しようと全面的な努力を呼び起こし
たのである O モーゲンソー:土国際政府についての試みとして，神聖同盟が
ナポレオン戦争の後に生まれ，国際連盟が第一次大戦後に生まれ，国際連
合が第二次大戦後に生まれたことを取りトげ，それらについて 3つの質問
をしている O
1の質問，統治の権威は何処にあるか，誰が統治者であるか。 2の質問，
統治の方針となる正義の原則をどうするか，国際政府が実現しようとする
共通善の観念とはどんなものか。 3の質問，国際政府はどの程度に平和と
(28) 
秩序を維持L得るか，を検討している C
(i) 神聖同盟
一般に神聖同盟と呼ばれている国際政府の基礎は， ショーモン条約
(1814. 3. 9) と四国同盟 (1815.11.20) と神聖同盟条約 (1815.9.26) 
との三条約である。ショーモン条約は，オーストリア，イギリス，プロシ
ア， ロシアの四国が締結， 20年を期限とする同盟であって，ナポレオン政
権の復帰を防止すること，対ナポレオン戦争の末期に菌境の保有を目的と
した。四国同盟条約は， ショーモン条約を再確認し， その 6条に， r会議
倒 Ibid.，pp. 438. 
同四国同盟条約第6条は「本条約の遂行しかっ保証しかっ助長するため，世界の利
益のために，今日，主権者4カ国を統一する密接な関係を強めるため，高等契約当
事国は，安定した時代に，主権者の直接の保護のもとであれ，それぞれの大臣によ
(次頁へつづ<)
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政府」とか「会議外交Jと知られるものの原則を規定した。神聖同盟の国
際政府は諸大国による国際政府であった。最も諸国家間にはパワーの極端
な相違があり，事実上大国と小国との区別のあることは，国際政治の基本
的経験の 1つである。が，全ヨーロッパを統治すべき，四犬国の国際機構
の制度として樹立したのは，イギリス外交官， カースノレレイの発意から生
れたものであった。 18日年に採用された構想の基礎となった1818年11月の
エキス・ラ・シャベル会議の議定書は， I会合がその目的として， ヨーロ
ッパの他国の利害に関連する特別事件を有する場合は，その事件に関係の
ってであれ，偉大なる共同利益に及びL、ずれの時代にも人々の安寧と繁栄のためま
た国家の平和維持のために最も有益と判断される措置の検討に，献げられた統合を
改善することに同意した。」と規定している。 Ibid.，p. 439. 
この四国同盟条約は本文で述べているに加えて唱この条約侵犯の場合には，四国
はすみやかに各6万人ずつの兵力を供給することが定められたものであった。
北島平一郎『近代外交史』創元社. 50年， p. 51. 
倒神聖同盟は，正義の教司1. キリスト者の愛，そして平和の精神を以て内外の政治
を行ない， ヨーロッバに平和をもたらそうというもので.ツアー・アレキサンター
他.オーストリア皇帝とブロシア王は次のように言った。1"人間の諸制度を確かな
ものとし，彼らの不完全性を補う唯一の手段として，かの神聖な宗教の諸教wl.正
義と慈悲と平和の訓之以外には彼らの行動を律する何物もないという動かざる決心
…Jとツアーの平和の希求がめり，それは1栓紀前の聖ピエーノレ師の考えにそうも
のでみった。向上， p. 50. 
また，これに対して，オーストリアの政治家であり文人で、あるフリードリヒ・ゲ
ンツは，神聖同盟の一般的な特徴を次のように述べている。 1814年と1815年以来.
ヨー ロヅノミtこ確立されたシステムは，世界史上になかった現象で、ある。平衡の原則，
あるいは特定の同盟によって形成された釣り合いの原則，三世紀関にヨーロッパを
支配し，紛争を起し血で洗ってきた原則は，大国の指俸の基に連合した諸国家の全
体を統ーする一般的連合の原則にとって代った。・・と述べてL、る。
Morgenthau: Politics Among Nation. p. 440.モーゲンソーは以下の書を引用。
Fried rich Gentz， Depeches Inedites du Cheralier de Gentz an Hospodors de 
Valachie (Paris' E. Plon， L876}， Vol. 1， p.354. 
伺 カースルレイ (Casthereagh)については， Henry A. Kissinger， A World Re-
stored， L 957.第3章の「島田の政治家」を参照されたい。
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ある諸国へ正式の招請状を出したのでなければ， そLて， これらの当該事
件に関係ある， これらの諸国へ正式の招請状を発せられた後にあらざれ
それに参加するの，これ
らの諸国の明示的留保の下にあらざれば，右会合は聞かざること」とL、う
その全権によって，そして君主直接，又は，;工，
約束が成立した。けれども， この規定によって神聖同盟の諸政策が，左
右されたわけではなL、。如何なる正義の観念が神聖同盟を導いたかとい
う質問に対して，
あっ7こ。 しカミL，
モーゲンソ-，土，現状維持を基礎とする平和の維持で
その言葉の意味は， エグス・ラ・シャベルの宣言ほ
ど明瞭ではたかった。 イギリスが意図した「現状」と， ロシアの意図し
た「現状」とは，始めから 2元的意味であった J イギリスの「現状」とは，
ナポレオン戦争の終った時の1815年平和条約の維持と， ナポレオン一族の
フランスからの排除に限られていた ところヵ:ロシア， オーストリア， プ
ロシア及びフランスの「現状」ば， 1815年の領土的現状であり，各国の君
主制の制度的現状を維持することであった。以上に述べたような神聖同盟
の行動から2つの事実を明らかにしている乙一つは， 神聖同盟の如何なる
状況にも，戦争の深刻な脅威がなかったこと。もう一つの事実は， 当時の
諸大国がロシア皇帝の神秘的な外交辞令を労したことに間違ないけれど，
諸大国の諸政策が自国の国益の打算によって決定されたことである C 各国
の政策決定の目的が国益であった事実は， 神聖同盟の原則と特定国の国益
とか衝突する場合，神聖同盟の原則ば無視されたのである。神聖同盟は，
伺 エキス・ラ・シャへん会議 (1818.9 .30~11.中旬)については，次の書を参照さ
れたし、。
神川彦松全集，第2巻，劾草書房， 1967. pp. 403 ~ J09. 
。事
例
Morgenthau: Politics Among Nation. p. 4H. 
「現状」の2元的意味についての参照は，次の書がある。
。母
高坂正完「古典外交の成熟と崩壊J中央公論社， 53年，第4章， pp. 183~188. 
同盟国聞の利害の衡突のあった実例は，例えば， 1820年と1822年の 2度に渡って，
ロシアは，神聖同盟の全加盟国に集団的干渉を提唱する一方，その子診ての実行のた
めに，自軍を中央， I'宣ヨーロッパと送ることを提言した。勢力均衡政策をとってい
(次頁へつづ<)
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国際の平和の維持にとって何等の貢献もなく短命の経験となったコこの同
盟が国際政府の権威を発揮したのは約5年であった。それは生誕から2つ
の欠陥を持っていたからである。その一つは，先に述べた2つの「現状」の
対立であった。イギリスとロシアとも自国の利益にあろ解釈を固執してい
たので，もし利害が合致すれば，神聖同盟は一致して行動しえたけれど，
利害衝突が発生すれば同盟は作用しえなかったので、ある乙もう一つの欠陥
は， ロシア，プロシア，オーストリアが具体的な政策の目標とした正義と
加盟国の国民の大多数が支持された正義との聞の差異であったコ正統主義
を奉ずる国際政府が自由主義の実現を選仰する国民を支配しようとする以
上，たえず武力に訴えるほかなかったので、ある。さもなくば，君主制を保
護回復することも，世界中に散在すみ君主らの所領を維持することもでき
なかったので、ある。神聖同盟は恒久的な常設の機関を持たず，ただ国際会
議を催して，その当面の国際問題を処理したに過ぎない乙それにしても，
神聖同盟が国際政府であったことは紛れもない事実である〈
(ii) 国際連盟
国際連盟は第一次大戦後，国際政府のための新時代を開いた。この機構
は過去一世紀に得られた経験とは別の趣向を持っている。国際連盟は， 自
らの法人格，主体，機関をもった組織体であるっその機関は，総会，理事
会，常設事務局からなる O 総会でも理事会でも戦争防止に関する決定を含
むすべての政治的決定は，出席者の全会一致を必要としたつだがこの原則
の例外は，国際連盟規約第15条10項及び国際紛争の当事国の投票は数えた
たイギリスがこれに反対した。が，神聖同盟のいま一つの支柱ともいうべきオース
トリアが向調した。これは神聖同盟のかかる諸原則のイデオロギー的性格を明示し
ている。大国は自国の利害から判断して都合がし、いと思うときは神聖同盟の諸原則
を高唱したが，都合の悪い時fi，諸原則は無視されたのである。 Morgenthau;Poli-
tics Among Nation， pp_ H2~i43_ 
~$ Ibid， pp_ 444~445-
伺 国際連盟規約第15条10項は「連盟理事会ノ行動及権限ニ関スル本条及第12条ノ規
定ハ連盟総会ニ移シタル事件ニ関、ン，総テ之ヲ連盟ノ行動及権能ニ適用ス.但シ紛
(次頁へつづく〉
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いという規則であるが，それはごく小数であった。
国際政府と Lて国際連盟の実現しようとした正義の原則とは，国際連盟
規約と1919年の現状維持であったコ規約の前文には，r各国政府間ノ行為ヲ
律スル現実ノ規準トシテ国際法ノ原則ヲ確立」することや， r厳ニ一切ノ条
約上ノ義務ヲ尊重」することなどを国際連盟の目的と宣言している。さら
に第10条ば，r……連盟各国ノ慣土保全及現在ノ政治的独立ヲ尊重シ，且外
部ノ侵略ニ対シ之ヲ擁護スノレコトJを国際連盟の義務として，国際連盟を
1919年の現状維持を擁護する道具としている o 1919竿の現状維持は， rド
イツざと永久に戦争の能力なき状態におくJことと I民族自決主義」の二
つの原則を支柱とした。しかるに，国際連盟の運命に責任をになうイギリ
スとフランスとがF この二つの原則に異なる解釈を持ち，自国の解釈に従
って国際連盟を運営しようとしたリかつてイギリスとロシアの対立が神聖
争当事国ノ代表者ヲ除キ連盟理事会ニ代表セラノレル連盟各国代表者及爾余過半数連
盟国ノ代表者ノ同意ヲ得タノレ連盟総会ノ報告書へ紛争当事国ノ代表者ヲ除キ他/
連盟理事会全部ノ同意ヲ得タル連盟理事会ノ報告書ト同一ノ効力ヲ有スヘキモノト
ス。」と規定してし、る。
小田 滋・石本泰雄編『条約集~o p. 28. 
帥 モーゲンソーは二つの問題について次のように述べている。1"ドイツを戦争ので
きない状態におく」という問題解釈は， フヲンス流としては，フランスのヨーロッ
パ大陸における覇権を維持するということに同義語であった。が，イギリス流にと
っては， ドイツが大国の地伎を復帰しても，イギリスがllU約できる範囲の復帰なら
一向に差支えないと考えられた。フランスは1919年の現状維持のために国際連盟を
集団的奉行所とし自国の軍事力を補強する道具として利用しようと考えた。イギ
リスは国際連盟を一種の手形交換所にしようとした。さらに「民族自決主義」の問
題については，フランス流は， ドイツに対し東ヨーロッパの同盟諸国の強化，政治
的武器として利用しようとした。が，イギリス流は，民族自決主義の適用されるの
は東ヨーロッパに限らない，すくなくとも全ヨーロッパで普遍的な適用ができる原
則を考えたのであった。当時の国際連盟におけるイギリスとフランスの対立も，国
際政治の基本的な対立型の一つである。正義の基準に関する解釈の相呉仏政策の
方針の相異も，国際政治における典型的対立の反映であった。フランスは国際連盟
という国際政府の指j軍国として， 1919年の現状維持を外交の第一義とし政策をこ
(次頁へつづ<)
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同盟の致命傷と成ったが，イギリスとフランスとの対立は国際連盟を破壊
はしなかったが，むしろそれは国際連盟の政治活動を半身不随に落し入れ，
国際の平和と秩序との雑持のために断固たる行動をとる能力を無くしてし
まった。結局，国際連盟の運営に関するイギリスとフランスの対立は，イギ
リスの勝利に終わり，国際連盟はイギリス的考察の政策が実行されたので
ある。国際連盟が国際政府の機能としてなしたのは，ザール流域とダンチ
ヒ市を統治したことである。けれども国際連盟の国際政府的な機能は，国際
の平和と秩序との維持や回復ということが起ると，大国に関係ない場合か，
大国の共通利害が求められる場合以外は発揮されなかった。ただ， 1939年
12月にフィンランド攻撃をしたソ連に対しては，国際連盟はソ連を除名し
た。これは国際連盟のとった措置の内で，対イタリア制裁と共に，一番の
の見地から割り出した。ところが，イギリスは19批紀に存在したヨーロッバの均衡
を回復し，自国がその均衡の「担い手」となって， ヨーロッバの政治を左右しよう
とした。イギリスの主限は， 19世紀の経過を通じて自国のしめていた地位回復にあ
った。こうして国際連盟という国際政府の指導国としては， 1919年の現状をある程
度変更して自国の対外政策によって左右できるような均衡をつくるところに目標を
おいた。それは，すなわちフランスの地位の弱化さしめることであった。
Morgenthau， Politics Among Nation， pp. 447~45 L. 
同 Ibid.，pp. 450~45 L. 
同 国際連盟の機能が発J草されない事例は以下のごとくである。
1. 1920年にポーランドが， リトニアの古都ビ、ルナを占領したとき，国際連盟は国
際政府として行動しなかった。
2. 1923年にイタリアからギリシャ領コルク島を占領したときも.国際連盟は行動
するのを拒否した。
3. 1931年の満州事変.1937年の支那事変にしても，国際連盟は強制措置をとらな
b、っTこ。
1932年~1935年にかけてボリビアとパラグァイ間のチェコ戦争を防止又は停止
させるため，武器の輸出禁止を勧告しただけで，なにもしなかった。
5. 1935年以降，国際連盟は夕、ンチヒ市における自己の権威を維持するため有効な
措置をとらなかった。相つぐドイツのグェルサイユ条約違反についてもなにもし
なかった。
6. 1936年以降のスベイン内戦についても，国際連盟はその国際的な影響を制限す
る借置をとらなかったので、ある。
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強硬な措置であった。国際連盟は犬戦を防止できなかったし国際秩序の
維持についても無力であった。この失敗の理由は，フランス流の観念がイ
ギリス流の観念に破れたことも一つの原因であった。モーゲンソーはその
他にも三つの欠陥(制度的，機構的，政治上)があると云う。
制度的欠陥一一国際連盟規約はすべての戦争を非合法化してはいなし、。
ある条件下で戦争に訴えることを禁止しているだけである O
規約前文は「戦争ニ訴ヘザル義務ヲ受諾シJと規定した。第12条は，加
盟国が「仲裁々判官ノ……判決後……3月ヲ経過スル迄，……戦争ニ訴へ」
ることを禁止した。第13条第4項により，加盟国は紛争の司法裁定に「服
スル連盟国ニ対シテハ戦争ニ訴へサノレコトヲ約束Jに同意した。さらに，
第15条第6項に「連盟理事会ノ報告書カ紛争当事国ノ代表者ヲ除キ他ノ連
盟国理事会員全部ノ同意ヲ得タルモノナルトキへ連盟国ハ，該報告書ノ
勧告ニ応スル紛争当事国ニ対シ戦争ニ訴ヘサルヘキコトヲ約束」したので
ある Q 直接に戦争を禁止したのは，結局は第13条第4項と第15条第6項と
だけである O
機構的欠陥一一ー国際連盟の機構は，ヨーロッパに圧倒的な重点を置い
た。が，国際政治の主な要因はヨーロッパ以外に移っていた。国際連盟を
支配した主要な国は，イギリスとフランス両国であった。その地域外の有
力国は日本であった。 1920年代， 1930年代に既に潜在的大国であった2国
のうち，アメリカは加盟せず，ソ連は1934年から1939年の衰退期にのみ加盟
国であったのである。国際の平和と秩序とを維持することを主目的とする
国際機関にとって，世界中の諸国家が成員とするとし、う意味で，普遍的で
ある必要はさらにない。しかしながら，この種の国際機構は国際の平和と
秩序とを乱しやすい全ての大国がその管轄下におくとL、う意味における国
際性こそ，国際機構の成功に必須の先決条件である。国際連盟には，この
意味における国際性が欠けていたのである O
凶Ibid.，pp. 453. 
同国際連盟に大閣の全ての加盟がなされてなかったことは，世界的規模の平和維持
(次頁へつづく〉
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政治的欠陥一一国際連盟は内部分裂していたので、ある。国際連盟は現状
維持を正義の原則としたけれど，各国は自国の利害を行動の基準としてい
たのである。それで、も第一次大戦直後の常任理事国の結束ば固かった。
1921年の国際連盟は，フィンランドとスェーデンに係るアーラント島要塞
化問題， ドイツ，ポーランドとの不和の種であった上シンジアの分割など
のような，かなり重要な政治問題を一致して行動された。 しかしやがて，
イギリスとフランスとの不一致を始めとして，主要な加盟国聞の政策的対
立が表面して，重要問題について共同的行動を取り得なくなったのであ
る。国際連盟が実質的な事項の決定をなすのは，全会一致が必要であるこ
とはすで、に述べた。加盟国内の特に大国聞に敵対関係が実在するにあって
は戦争の防止のための決定が成立するはずはなかった。優越的な正義の原
則の内にしか見い出されなかった。ところが，正義の原則として実在した
のは，第一次大戦における戦勝国に対する現状維持の原則と，民族自決主
義の原則との抽象的表現に過ぎなかったのである。
制国際連合
国際連合は国際連盟と基本的な機構と替ることはなL、。国際連合は，全
加盟国よりなる総会，政治的機関たる安全保障理事会(以後ハ安保理事会
ト略ス)と事務局との三つの政治的機闘がある。三つの機関の権限の配分
からみると，総会は政治的問題に決定権を持たないこと，全会一致の原則
が安保理事会の五常任理事国(アメリカ・ソ連・英国・フランス・中国〉
だけに適用さわていること及び紛争当事国に関する決定にたし、して拒否権
を持っている。以土を察すれば，閏際連合[士大国中心主義の国際政府であ
の権能を発障させなかっただけでなく，{ギりス・フランスの外交を失敗させた原
因ともなっている。この点について，モーゲンソーは，この時代のイギリス・フラ
ンスの諸政策はどちらも時代錯誤から生れていると云う。イギリス・フランスの時
代錯誤については， pp. 455~456 を参照されたい。
同 国際連盟加盟国の間における国益の打算から生れる対立については， pp. 456~ 
477を参照されたい。
他の著書に， E. H. Carr， InternationaI Relation Between The Two Wodd 
Wars: (l9l9-1939). 1967.特に第四部のドイツの再登場を参照されたい。
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ることが理解できる。神聖同盟も国際連盟も大国中心の国際政府であった0
7こだ国際連盟で‘は第15条10項の場合を除けば常に国家の利益にそわない
決定を不成立させることが出来た。ところが，国際連合はその機構上にお
いて神聖問題にも劣らない大国中心主義に似ており，その表面上は国際連
盟にも似ている。それは民主的な虚構の下に寡頭政治の鎧を隠している。
それが国際連合の権威を失墜させる原因なのである O それがまた国際の
平和と秩序とを維持する能力を狭めている原因ともなっている O 結局，国
際連合機関の内で国際政府的な役割は安保理事会である。安保理事会は，
神聖同盟の現代版にほかならないのである O さらに，現実の国際政府的な
役割をはたすのは五常任理事国だけである。というのは，五常任理事国の
同意投票を含む九理事国の賛成投票を要件とするとされた(第27条3項)。
このような原則を採用する場合に必要なことは， 常任理事国の賛成であ
り，残りの賛成投票は容易にとりつけられる O それで，安保理事国の断続
的な統一に基づいている。国連の構成では，これらの五常任理事国が国際
政府の中核である。五常任理事国の 1国でも同意しなければ，国際連合と
いう国際政府は半身不随となる。五常任理事国のうちでも真の大国はアメ
リカとソ連だけである。他の三国を含めて，世界の諸国家は米ソの何かに
位置している。出来事が起れば，アメリカがソ連か何方かの支援を得るこ
とができる。それで，法的な飾りを外すと，国連は米ソの統一の上に成立す
る国際政府である O 両国が統一すれば，国連は世界を統治できるし，もし不
(刊 Ibid.，pp. 459~461. 
同安保理事国における「表決方法」第27条 1~真安保理事会の各理事国は. 1国
の投票権を有する。
2項手続事項に関する安保理事会の決定は 9理事国の賛成投票によって行な
われる。
3項その他すべての事項に関する安保理事会の決定は，常任理事国の同意投票
を含む9理事国の賛成投票によって行われる。但し，第6章及び第52条に基く決定
については.紛争当事国は，投票を棄権しなければならなL、。
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統ーであれば国際政府もまた半身不随とならざるをえないのである。
国際連合の正義の原則は，前文や第一章のほか，憲章のいたるところに
規定されている。しかし，憲章内には2種の対立を招く矛盾(行動の様式
と行動の目的)がつきまとう。
前文は， I……大小各国の同権……に関する信念を」再確認し第2条
1項は「……この機構は，そのすべての加盟国の主権平等の原則に基礎を
おくJことを宣言し，第7章に依る強制的措置は別として，国際連合の管
轄から「本質上いずれかの国の園内管轄の範囲内にある事項Jを免除して
いる第2条7項によって主権平等の原則を高唱している O だが，国際連合
の構造全体は，逆説的に主権問の「主権の不平等Jの基礎の上に築かれて
いる。すでに述べているように，主権を定全に維持するのは常任理事国だ
けであって，他の加盟国に残されるものは主権の名目と形式に過ぎない。
憲章はまた， 前文と第一章に5つの政治的目的を定めているつ 第ー は，
国際の平和と安全とを維持すること。第二は，集団安全保障を確保するこ
と，第3は，他国の領土保全あるいは政治的独立に対するも武力行使を禁
止することと，協同の利益のための武力の行使の保留であるの第4は，正
義と条約及び他の国際法上の源泉により生ずる義務の尊重の維持するこ
と。第5は，民族自決主義に従うことであるっ憲章はこの 5つの目的のう
ち，1， 2は詳しい決定を設けていながら，後の三つは，正義とか，国際法の
:尊重とか，民族自決主義とかの抽象論である C 国際連合が国際政府と成り
品母 国連の機構と目的からいって，国連は大国間の紛争を平和的解決のために実質的
な寄与をなしえなかった。逆に，大国間に重大な紛争がない場合，国連は十分に運
営される。間違憲章の目的からいって，五常任理事国からなる安保理事会は，限定
された一種の国際政府なのである。それは第二次大戦中における大国間の目的の一
致一一この一致の上に立って国連は設立されたのであって，国連そのものが一致を
作り出したのではない一一ーが平和の時代において持続するという場合にだけ限定さ
れた国際政府でありうる可能性があったのである。
Hans J. Morgenthau・InDefence of the Nationa[ Interest， A Critical Exami-
nation of American Foreigen Policy， New York愛 1951.p_ 103 
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得ないというのも，このような根本的欠陥に災いされている。神聖同盟や
国際連盟が確立されたときは，現状維持ができそれを擁護するに国際政府
が設立された。国際政府が設立された当時の政治秩序が，この政府の基礎
となり，その政治秩序が，この政府の目標とすべき正義の具体的内容を決
定したのであった。その現状維持の解釈には意見の対立が生じたが，国際
政府の出発点としての現状維持は，諸条約に規定され署名国の承認を得た
のである O 国際連合の設立者はこのIJ頂序を逆転させたので、ある。それは，
国際連盟がアメリカ上院議会の否決の宿命を国際連合に生かしたからで
ある。けれど，その後の経緯から見ると，まったく政治的基礎のない国際
政府の設立は大きな失敗であった。第二次大戦にできた新しい領土の現状
ば，まだ軍事的であったし，暫定的なものとして認めたので、ある O 米ソ両
国は現状維持はどうあるべきか，また現状を国際連合という国際政府がど
のように強制すべきであふかについての再国の同意が重要である。国際連
合は米ソ両国の同意がないかぎり，国連憲章に述べられているような国際
合連という国際政府は死文のままである。国際連合は，東西両陣営の対立
から生れた冷戦の子で、あり，国連憲章は東西両陣営の対立により引き裂か
れた残欠であった。神聖同盟内のイギりスとロシアの対立及び連盟内のイ
ギリスとフランスの対立と同じく，国際連合内のアメリカとソ連の対立は，
国際連合をして事実上仮定された決定と行動の基準について反対の対立L
(め アメリカにとって，国際連合という型における新しい世界システムは，権力政、治
に代わるものであると考えていた。それは，勢力均衡だとか，勢力箇，同盟，国益
の追求と拡大のための政策といったようなものななくしてしまうべき筈のものであ
ると考えられた。変えていえば，国際連合はそれ自身目的である。アメリカ外交政
策の究極の目的であった。ところが，イギリスやそれ以上にソ連は.国際連合のよ
うな国際機構の一員となることは，目的のための手段，すなわち国策という目的の
ための一つの手段で、あって，永久平和だとか信頼の上に立つ競争のない列強国の協
同といったようなユートピア的な目的のためではなかったのである。
Ibid. p. 10α 
同国連の現実問題については， Morgenthau' Politics Among Nation. pp. 465~ 
480を参照されたL、。
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た解釈へと変っている。米ソ両国いずれかの超大国が他方に対して，国際
連合を利用し強要しようとするたびに，戦争の危険を増すことを経験が示
したのである。国際連合は米ソ両国が共同一致する限り戦争の防止は可能
となるが，不一致であれば戦争の防止することはでけてい。そして今日，
米ソ両国を初めとして，全人類を脅かしているのは，米ソ両国間の戦争に
(49) 
ほかならないのである。
同 Ibid.，pp. 478~480. Morgenthau， In D.ofence of National Interest; p. 105. 
米ソ両国の間の対立の始まりは， 1945年2月にソ連によるヤノレタ協定の侵犯にま
で遡る。この協定は，赤軍が占領していた東欧及び南東ヨーロッパの国々で，国民
の意志が確認されるような自由選挙に基づく民主的な政府が確立されるべきことを
規定していた。この協定は，これに署名したかしないうちに，親ソ政府の確立のた
めにソ速によって計画に侵害された。このショックが，西の世界，特に，アメリカ
に与えた衝撃と憤激は，西の世界の世論に与えた驚傍とまさに匹敵するものであっ
た。世論.わけても米国の世論は一瞬にして雲散霧消させてしまったので、ある。
